






Director system in China 





Nowadays, the business environment has become complex and diversified with the 
company in which the globalization of society. It’s not easy for company to deal with the 
complicated and diversified state of operation. It appeard compliance problems. Directors 
as the company's helmsman, needless to say, must carry out the business for the purpose of 
the company. China's economy maintained high growth, the issues of the continuous 
scandals of companies’ compliance problems and lack of the directors, impacting the 
Chinese economic development. In order to solve these problems, China has developed a 
director training system as well as formulated corporate governance principle. This paper, 
studying these systems at the same time, try to sketch out in China, how directors should 






























































 本「原則」は、前文、株主と株主総会（第 1章）、支配株主と上場会社（第 2章）、取締役と
取締役会（第 3 章）、監査役（言語では「監査役」であるが、日本の監査役と相当するので、
以下では「監査役」を監査役とする。）と監査役会（第 4章）、業績点検とインセンティブ、コ
ントロールのメカニズム（第 5章）、利害関係人（第 6章）、情報開示と透明度（第 7章）およ























































                                                   














































































































                                                   
































































になった。その結果、2006 年 12 月の中国証券督管理委員会の統計による上場会社が 1434 社
に上がり、年々増えており12、またその市場の規模は、2007年 8月 8日の報道による GTP と

















































































































































































































































































































































                                                   
16 当該原則は上場会社を対象としている。しかし、当該原則は、証券業界を管理する国務院証
券監督管理委員会という行政機関が策定したため、当該原則は、上場会社には、強制力を持っ
ている。 
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以上のように、これらの取締役の行動指針では、基本的な事項は共通している。その指針に
よって、取締役に対して、その知識、能力、さらに倫理観まで、具体的に求められている。取
締役がこれらの事項をすべて身につけて、そして守ることは非常に困難である。しかも、経済
の発展によって、市場の拡大の要因によって、会社の経営環境がかわり、取締役が対応しなけ
ればならない問題が難しく、広範囲になってきている。取締役は、その必要な知識及び能力を
身につけなければならないから、効果的な学習方法が求められる。 
中国は発展途上国であり、かつ取締役制度の歴史が浅い、取締役の運営能力の蓄積も少ない。
さらに、独自の社会体制によって、国が最大株主であるために、会社の経営活動に対する行政
からの影響もつよく、結果として期待できる取締役を選ぶことが難しい。故に、国が大株主で
あるという現状を見て解決策を打つほかない。いわゆる、大株主が選んだ取締役を教育するこ
とほか方法がないといえる。 
したがって、当該制度は、その会社の取締役における知識・能力の問題を解決するために打
ち出した育成訓練制度であり、まだ熟成しているとは思えない。当該制度は、上場会社の取締
役及び他の役員の行動を規律し、誠実と信用意識を高めるためのものである。その育成訓練の
内容は、コーポレート・ガバナンス原則、法律体系、社会的事情など広範囲に及んでいる。そ
の中でも、役員に対する信用データ記録を作成してコーポレート・ガバナンスの運営に活用す
るといった中国の独自の制度も見られる。当該制度は、上場会社の取締役に対して、その就任
教育及び継続教育を受けさせることによって、最低限の能力或いは知識を習得させることをそ
の趣旨とする。加えて社会事情の変化に応じで継続的教育をもって、取締役の知識・能力に関
する一定の基準を設けると同時に、社会事情に対応して能力を向上させることに配慮している。
さらに、取締役の不正行為或いは業績に関して信用データベースを作成して公開することによ
って、取締役は、社会的な監督を受けることになり、株主、債権者などのステークホルダーの
利益を配慮することに目を向ける必要があることになる結果、取締役が、ステークホルダー間
のバランスを取った経営能力の形成することに役立っている。 
当該制度は、行政主導で、一定の強制力をもっている。また、全ての上場会社の取締役と役
員の知識と能力の欠如に対応するための育成制度であることから、望ましいコーポレート・ガ
バナンスの構築には、有益であることは間違いない。 
以上のように、中国には取締役の養成制度が存在する。ただし、中国の場合、株式会社制度
の整備が始まったのが、最近であり、会社の取締役に適した人材が不足しているという実状か
ら、人材育成のための養成制度であることは指摘して置かなければならない。しかし、この養
成制度が恒久化し、長期にわたって継続されるならば、望ましい取締役の養成の効果を期待す
ることができる。 
本論文では、実務界から望ましい取締役の行動規範を求めて研究を展開してきた。結論には、
取締役の諸義務を適切に果たすことは、そもそも容易ではない。そして、適切に諸義務を果た
すための知識及び能力を備えるために、適切な教育が必要であることに間違いはない。また文
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化或いは諸状況に応じた養成制度を構築する必要がある。取締役に対する養成制度を採用すれ
ば、取締役の知識・能力のレベル或いは倫理観を高めることができ、取締役の意思決定の意識
或いは執行意識が強化され、結果として、法が取締役に求めている義務・責任を適切果たすこ
とになる。 
また取締役に対する行動規範の問題を明らかにしていないことがあるが、未決の問題を今後
の取締役の義務・責任などを定めている法の研究、そして、中国の裁判例を取り入れてを追求
する課題としてもっと精力を注いて研究することにしたい。 
 
